
第２ 【事業の状況】 

(1) 業績 

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日）を適用しておりますが、前連結会計年度比につきましては、前連結会計年度と

比較し実質的にセグメント区分の変更がないため、前連結会計年度における事業の種類別セグメント情

報との比較数値を記載しております。 

  

当連結会計年度（平成22年10月１日～平成23年９月30日）におけるわが国経済は、平成23年３月11日

に発生した東日本大震災の影響もあり、雇用情勢は依然として厳しく企業収益の減少傾向が見られるな

かで、一部に持ち直しの動きが見られたものの、海外の経済環境に留意する必要があり先行きは不透明

な状況となっております。 

情報通信業界におきましても、企業のソフトウェア投資は緩やかな減少から横ばいへと変化しており

ますが、情報サービス業の売上高は前連結会計年度（平成21年10月１日～平成22年９月30日）と比べ減

少傾向にあるなど、今後のソフトウェア・情報サービス需要についても、先行きに不透明感が残る状況

となっております。このような中、スマートフォンの急速な普及に加え、次世代ネットワーク（ＮＧ

Ｎ）の拡大や次世代高速無線通信サービスの開始等、メディアの融合に向けた動きが加速してまいりま

した。携帯電話・スマートフォンにつきましても、当連結会計年度末（平成23年９月末）にはインター

ネット接続の契約数が１億件を超える等、インターネット端末として広く浸透しております。 

当社グループにおきましても、インターネットでの更なる事業展開の基盤を確立してまいりました。

モバイル向けに提供いたしております「乗換案内NEXT」及び無料版「乗換案内」並びにスマートフォン

向けアプリケーション「乗換案内Plus」、無料版「乗換案内」の検索回数は平成23年10月には月間約１

億5,000万回となっており、多くの方々に広くご利用いただいております。 

このような環境の中で、当連結会計年度における当社グループの売上高は4,738,866千円（前連結会

計年度比3.7％増）、営業利益は642,918千円（前連結会計年度比5.8％減）、経常利益は651,734千円

（前連結会計年度比4.6％減）、当期純利益は316,879千円（前連結会計年度比11.5％減）という経営成

績となりました。 

売上高につきましては、主として、マルチメディア事業セグメントにおける売上高が825,644千円

（前連結会計年度比59.8％増）と増加したことにより、前連結会計年度と比べやや増加いたしました。

また、営業利益につきましては、マルチメディア事業においては営業損失が減少しましたが、乗換案内

事業セグメントにおいて営業利益が減少した影響がこれを上回ったため、全体としてはやや減少してお

ります。これにより経常利益につきましても、前連結会計年度と比べやや減少しております。当期純利

益につきましては、これらに加え、子会社株式や投資有価証券の評価損を計上したことの影響等によっ

て、前連結会計年度と比べ減少しております。 

なお、従来、一部の連結子会社のサービスにおいて、顧客に付与したポイント使用に伴う負担につい

てはポイント利用時に費用計上しておりましたが、システムの整備により計算に必要なデータが確保で

き、合理的に将来のポイント使用に伴う負担を算定できるようになったことに伴い、当連結会計年度よ

りポイント引当金を計上しております。これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

は、それぞれ25,480千円減少しております。 

  

 セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

１ 【業績等の概要】
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乗換案内事業 

乗換案内事業は全体として、前連結会計年度と比べ売上高は微減となり、営業利益は減少いたしまし

た。 

 携帯電話向けの事業につきましては、モバイル向け有料サービスである「乗換案内NEXT」とスマー

トフォン向け有料版アプリケーション「乗換案内Plus」を合わせた会員数は、当連結会計年度末には約

57万人となっており、売上高は前連結会計年度と比べ微減となっております。なお、当連結会計年度に

おいては、新たにAndroid端末向けの有料版アプリケーション「乗換案内Plus」の提供を開始しており

ます。また、株式会社エキスプレス・コンテンツバンクでは「交通情報アクセス」を提供しておりま

す。 

広告につきましては、株式会社エキスプレス・コンテンツバンクでの売り上げは増加しております

が、全体としての売上高は前連結会計年度と比べやや減少しております。 

「乗換案内」のパソコン向け製品につきましては、前連結会計年度と比べ売上高が減少いたしており

ます。これは主に、顧客との直接契約によるバージョンアップの販売が減少しているためであります。

「乗換案内」の法人向け製品の売上高につきましては、前連結会計年度と比べ増加しております。こ

れは主に、ASPサービスの「ジョルダンクラウド」の売上増加に加え、前連結会計年度より、保守契約

に係る売上の計上方法について、提供期間にわたる履行に応じて収益計上を行っていることの影響によ

るものであります。 

旅行関連事業に関しましては、パソコン向けインターネット版「乗換案内」、並びにモバイル向け

「乗換案内NEXT」及び無料版「乗換案内」の利用者等に対して、旅行商品の販売を実施しております。

当連結会計年度には先の大震災発生後の出張・旅行の取りやめや自粛の影響も受けており、全体として

売上高は前連結会計年度と比べ減少しております。 

以上の結果、乗換案内事業全体としては売上高3,804,741千円（前連結会計年度比2.5％減）となりま

した。営業利益につきましては、広告宣伝費や将来の事業展開を見据えての先行開発等を含めた営業費

用の増加の影響もあり、1,142,914千円（前連結会計年度比10.7％減）となりました。 

  

マルチメディア事業 

マルチメディア事業では、出版につきましては、総合オピニオン誌『表現者』を発行しているほか、

「ジョルダンブックス」として書籍を発売しております。当連結会計年度においては『美味いビールは

三度注ぎ！』『帽子の文化史 究極のダンディズムとは何か』等４タイトルを新たに刊行しておりま

す。 

またモバイル向けには、株式会社エキスプレス・コンテンツバンクでは「アクセスBOOKS」「つかえ

るえもじ」等を提供しており、その売上は大きく増加しております。また、当連結会計年度において

は、新たに「ゲーム★スター」のサービスを開始しております。当社では、従来から「ハムスター倶楽

部」等の提供も行っております。 

それらの結果、全体として売上高は大きく増加しております。また、当連結会計年度においては利益

の獲得には至っておらず、営業損失が発生しておりますが、前連結会計年度と比べて損失幅は縮小して

おります。 

以上の結果、売上高825,644千円（前連結会計年度比59.8％増）、営業損失188,122千円（前連結会計

年度は273,197千円の損失）となりました。 

  

その他 

受託ソフトウェア開発及び情報関連機器リース等につきましては、ソフトウェア開発の受注及び売上

が減少している影響で、前連結会計年度と比べた売上高は減少しており、営業損失が発生しておりま

す。 
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以上の結果、売上高181,035千円（前連結会計年度比11.4％減）、営業損失31,891千円（前連結会計

年度は14,985千円の損失）となりました。 

  

なお、上記のセグメント別の売上高は、セグメント間の内部売上高を相殺しておりません。また、営

業利益は、配賦不能営業費用及び内部取引による営業費用の控除前の数値であり、合計は連結営業利益

と一致しておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における連結ベースの現金および現金同等物は、前連結会計年度末と比べ347,019

千円増の1,074,022千円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。 

  

営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは589,493千円の収入（前連結会計年度比17.5％増）となりま

した。前連結会計年度と比べての変動の要因は、売上債権の増加額が122,729千円減の2,041千円、仕

入債務の増加額が47,190千円（前連結会計年度は減少額が8,507千円でその差55,697千円）となった

影響が、税金等調整前当期純利益が80,294千円減の601,820千円となった影響を上回ったこと等であ

ります。売上債権の増加額が減った主要因は、前年同期と比較した8,9月の売上高が、前連結会計年

度においては増加しておりましたが、当連結会計年度においてはほぼ同程度であったことでありま

す。 

  

投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは190,459千円の支出（前連結会計年度比81.7％減）となりま

した。前連結会計年度と比べての変動の要因は、定期預金の払戻による収入が793,860千円増の

1,232,181千円、有形固定資産の取得による支出が108,150千円減の1,862千円、前連結会計年度には

なかった子会社株式の売却による収入が70,840千円となった影響が、投資有価証券の取得による支出

が72,500千円増の115,000千円、子会社株式の取得による支出が28,900千円増の30,000千円となった

影響を上回ったこと等であります。定期預金の払戻による収入が増えた主要因は、前連結会計年度に

おいて新たに預入していた定期預金の満期による払戻によるものであります。有形固定資産の取得に

よる支出が減った主要因は、前連結会計年度においてはサーバー等の工具、器具及び備品の購入等の

支払いが多く発生しておりましたが、当連結会計年度においては期中の支払いがほとんど発生しなか

ったことであります。子会社株式の売却による収入は、連結子会社であるエキスプレス・コンテンツ

バンクの株式の一部を同社の役員に譲渡したことによるものであります。投資有価証券の取得による

支出が増えた主要因は、当連結会計年度において東京メトロポリタンテレビジョン株式会社の第三者

割当増資の引受を行ったことによるものであります。 

  

財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは50,829千円の支出（前連結会計年度は16,782千円の収入）と

なりました。前連結会計年度と比べての変動の要因は、長期借入れによる収入が30,000千円減の

50,000千円、長期借入金の返済による支出が45,140千円増の60,136千円となったこと等の影響による

ものであります。長期借入金の返済による支出が増えた主要因は、主に長期借入金の一部を繰上返済

したことによるものであります。 
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当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日）を適用しておりますが、前年同期比につきましては、前連結会計年度と比較し

実質的にセグメント区分の変更がないため、前連結会計年度における事業の種類別セグメント情報との

比較数値を記載しております。 

  

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

３ 受託開発以外の製品については見込生産を行っております。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

乗換案内事業 2,913,991 △1.0

マルチメディア事業 820,917 ＋52.9

その他 76,117 △37.4

合計 3,811,026 ＋5.8

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同期比

(％)
受注残高(千円)

前年同期比
(％)

乗換案内事業 259,139 ＋14.8 123,884 ＋11.8

マルチメディア事業 4,900 △34.7 ― ―

その他 96,572 △26.6 123,823 ＋6.5

合計 360,612 △1.2 247,708 ＋9.1
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(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

  

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

乗換案内事業 3,804,351 △2.4

マルチメディア事業 825,644 ＋59.8

その他 108,870 △30.3

合計 4,738,866 ＋3.7
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当社グループの事業は現在のところ、主としていわゆるＩＴ産業に属しており、中でもアプリケーショ

ン・コンテンツといった分野を中核事業としております。ネットワークの上位階層ともいうべきこれらの

分野については、新たなサービスや事業が立ち上がり存在感を増す一方で、スマートフォンの急速な普及

のような大きな環境の変化も常に起こっております。この変化に対応し事業を成功させるためには、変化

に対応する事業戦略を有していること、そこで求められる新技術やノウハウを常に先行して蓄積し続ける

こと、及びそれらを可能にする体制が構築されていること等が重要であると考えております。 

  

(1) 優秀な人材の発掘及び育成 

当社グループは、新しい技術への対応が常に要求される事業を営んでおります。最先端の技術を習得

し、高度な技術力に裏付けられた、消費者に使いやすいサービスの提供を目指しております。今後は携

帯電話をはじめとする各種ネットワーク端末やサーバー関連の技術力及び高品質なサービスの企画・開

発力が競争力の源泉となります。その確保のためには、優秀なスタッフと、それらによって構成された

開発体制が必要であると認識しております。今後の当社グループの成長のため、現在当社グループに在

籍しているスタッフと同等もしくはそれ以上の人材の発掘・育成を行ってまいります。 

  

(2) 組織の柔軟性・機動性の確保 

当社グループは、事業の特性上、変化への素早い対応が不可欠であります。そのため、部門毎の責任

の明確化を図るとともに、事業展開に応じて組織の組み替えが容易にできるような組織の柔軟性の確

保、意思決定の迅速化による機動性の確保等を図ってまいります。 

  

(3) インターネット関連のソフトウェア技術の蓄積 

当社グループでは、今後の事業展開において、スマートフォン等を含むインターネット関連の事業

が、これまでにも増して重要になるものと認識しております。従って、現状において優先的に蓄積すべ

き技術は、インターネット関連のソフトウェアに関する技術であると考えております。社会における情

報通信環境が、日々進化を続ける中、当社グループにおいても、新技術の獲得・技術の更新を継続して

行ってまいります。 

  

(4) 収益源の多様化 

当社グループの事業の拡大のため、収益源の多様化が必要になると考えております。特に、スマート

フォンの急速な普及による事業環境の変化に際しては、収益獲得手段の確保が至上命題となっておりま

す。その例といたしましては、既に一部実施しておりますが、商品・サービス等の情報の提供による手

数料収入や、提供するコンテンツに関連する商品の販売等が挙げられます。必要に応じて多角的な業務

提携の推進や各種の投融資等を行い、収益源の多様化に努めてまいります。 

  

３ 【対処すべき課題】
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(5) ネットワーク関連設備投資 

モバイル及びパソコン向けにインターネット上で提供している「乗換案内」の利用者の増加や法人向

け「乗換案内」のクラウド型サービスの利用拡大、今後のインターネット関連の事業拡大、モバイル端

末の通信速度の向上、スマートフォンの普及等に伴い、データ通信量の増加が見込まれます。このよう

な状況において、顧客満足の向上を図るためには、安定的にサービスを提供し、また、処理速度を維

持・向上させることが必要になってまいります。そのため、データセンターの多重化等を含め、サーバ

ー等のネットワーク関連設備への投資を行い、インターネットサービス環境の整備に努めてまいりま

す。 

  

(6) 製品・サービスの信頼性・利便性向上 

当社グループの提供する製品・サービスの利用者数増加、更には今後の事業展開に向けて、当社グル

ープの提供する製品・サービスの信頼性や利便性がこれまでにも増して重要になってくるものと考えて

おります。そのため、開発技術や製品・サービスに関する知識についての複数のメンバーでの情報共有

や作業の標準化、突発的な事故や災害等への対策の強化を図り、メンテナンス・バージョンアップ体制

の強化に努めることで、製品・サービスの信頼性向上に努めてまいります。また、機能強化や提供する

情報の充実化等を継続的に行っていくことで、競合サービスとの差別化を図り、利便性向上に努めてま

いります。 

  

(7) 情報セキュリティの強化 

当社グループの提供する製品・サービスの利用者数が増加し、システムやデータの規模が拡大するに

伴い、外部からの不正な手段による侵入等によって、個人情報等を含む重要なデータが消去される、あ

るいは、外部に流出する恐れも増加することになります。これらの情報の保護等の体制強化のため、当

社は情報セキュリティマネジメントシステムの国際標準規格であるISO27001（ISO/IEC27001:2005）及

びその国内規格であるJIS Q 27001（JIS Q 27001:2006）の認証を取得いたしておりますが、今後と

も、役職員の情報取扱に関する教育・訓練等を含め、情報セキュリティ管理体制の継続的な強化に努め

てまいります。 

  

(8) コーポレート・ガバナンス体制の強化 

当社グループは、企業価値の最大化を図るに当たり必要となる経営の効率化や各種のステークホルダ

ーに対する会社の透明性・公正性の確保のため、コーポレート・ガバナンスが重要であると考えており

ます。当社は、執行役員制度を導入するとともに社外取締役を招聘し、取締役会の意思決定機能及び監

督機能の強化や、執行責任の明確化及び業務執行の迅速化等を図っておりますが、事業及び組織の拡大

に伴い、具体的な組織・制度の変更等の対応を含め、体制の見直し・強化を常に行っていく必要がある

ものと考えております。 

  

― 15 ―



  
(9) 内部体制の充実 

当社グループは、現在のところ小規模ながら、徐々に規模を拡大しつつあります。内部組織も現在の

規模に応じた体制を整えておりますが、規模の拡大に伴い、各種の対策を講じていく必要があると認識

しております。また、既に進めておりますが、財務報告に係る各種の開示制度への対応の効率化も必要

になっております。そのため、今後の事業拡大に伴い、コーポレートサービス機能のＩＴ化・集中管理

化を進める等、内部管理体制の一層の充実に努め、組織的業務効率や業務の正確性の向上及びコンプラ

イアンス体制の強化を図るとともに、各種法令・制度への対応の効率化を今後とも進めてまいります。

  

(10) 新規事業の立ち上げ 

当社グループは、継続的な成長のため、新規事業の立ち上げに向けた挑戦等を行っていくことが常に

必要であると考えております。当社グループは、今後の更なる成長に向け、新たな収益の柱となり得る

新規事業の立ち上げを目指し、各種施策を実施してまいります。 

  

(11) 他企業との連携 

当社グループは、当社グループの成長のため、既存事業の強化や利用者数拡大、新たな事業への展開

や海外を含めた新市場への進出等を目指すに当たり、そのスピードアップを図るため、今後とも引き続

き状況によっては他企業との提携やＭ＆Ａ等が必要になるものと考えております。そのため、今後の事

業展開においても、他企業との連携の必要性を常に考慮に入れた上で進めてまいります。 
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以下において、本書に記載した「第２ 事業の状況」、「第５ 経理の状況」等に関する事項のうち、当

社グループの事業上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。また、

必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資者の投資判断上、重要であると考えられる事

項については、投資者に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。当社グループは、これら

のリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避、発生した場合の対応に努める方針でありますが、当

社グループの経営状況及び将来の事業についての判断は、本書の本項目以外の記載内容も併せて、慎重に

検討した上で行われる必要があると考えております。 

なお、文中における将来に関する事項は、当社グループが当連結会計年度末現在において入手している

情報に基づき、その時点において判断したものであります。また、以下の記載は当社グループの事業リス

クを全て網羅するものではないことをご留意ください。 

  

(1) セグメント別の状況について 

① 乗換案内事業 

連結売上高に占める当該セグメントの売上高の割合が非常に大きく、当連結会計年度においては、

80.3％になっております。また、利益が発生する唯一のセグメントとなっております。従って、当社

グループの業績についても当該セグメントへの依存度が高く、当該セグメントの業績動向によって

は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

② マルチメディア事業 

当該セグメントにおいては、平成13年９月期以来営業損失の発生が続いております。その対策とし

て事業の再編を進め、売上高の増加及び黒字化を図る方針であり、当連結会計年度においても、モバ

イル向けに「ジョルダンスクール」「乗換戦記バトステZ」「ゲーム★スター」「デコモア」を開始

する等、新たな事業を展開しております。しかしながら、現在のところ損失幅は縮小しているものの

営業損失の発生が継続しており、今後についても目論見通りに業績が推移するとは限りません。 

また、電子出版を含む出版物やゲームのキャラクター等に関して、外部から著作物の提供や商品化

権の許諾等を受けて製品・サービスを提供しておりますが、取引条件を含め、権利者との関係に変化

があった場合、当該セグメントの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ その他 

当該セグメントにおいては、特定の企業グループに対する売上高の割合が大きいため、何らかの理

由によりそれが減少した場合、当該セグメントの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

４ 【事業等のリスク】
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(2) 業界動向について 

① パソコン等のコンピュータのソフトウェア・サービス需要 

「乗換案内」のパソコン向け及び法人向け製品等の提供においては、ソフトウェアの需要動向の影

響を受けます。また、法人向けにASPによるサービス提供も行っており、こちらはインターネット経

由によるサービスの需要動向の影響を受けることになります。従って、パソコン等のコンピュータの

出荷台数の減少や、ソフトウェアのインターネットサービスへの移行スピードの変化等により、ソフ

トウェア・サービスの需要に大きな変化が生じた場合には、当社グループの経営成績に影響を与える

可能性があります。 

② モバイル・パソコン等からのインターネット利用 

 モバイル・パソコン等からのインターネットの日本における利用者数は、これまで増加基調で推移

しています。また、通信速度の向上や通信量の増大も進んでおり、同時に利用者にとっての利便性も

向上してきております。これらの利用者数の増加や利用状況の向上が、当社グループがインターネッ

ト関連事業を拡大するに当たっての前提となります。しかしながら、モバイル・パソコン等からのイ

ンターネットの日本における利用者数が徐々に飽和に近づく等により、その増加率が当社グループの

想定を下回った場合や、特にモバイルについて、通信キャリア各社の方針変更や、通信速度の向上や

スマートフォンの普及等に伴う利用の多様化等により、インターネット利用やそれを通じた情報提供

の環境に大きな変化が生じた場合には、当社グループの事業展開や経営成績に影響を与える可能性が

あります。 

  

(3) 競合状況について 

① 経路検索ソフトウェア・サービス 

経路検索のソフトウェア・サービスの市場においては、現在は数社が競合先として挙げられます。

その中でも、株式会社ヴァル研究所の「駅すぱあと」が先行して経路検索ソフトウェアの発売を開始

しており、パソコン向け及び法人向けの製品・サービスにおいて、現在も有力な競合先となっており

ます。モバイル向けサービスについては、株式会社駅探の「駅探」や株式会社ナビタイムジャパンの

「NAVITIME」が、有力な競合先であると考えております。これら競合先の動向や新規参入企業の出現

等によっては、競争が激化することも考えられます。 

また、近年は経路検索と地図のソフトウェア・サービスが連携する等、従来別の領域と考えられて

いた経路検索と地図の領域が融合しつつあります。地図のソフトウェア・サービスを提供していた会

社が、経路検索のソフトウェア・サービスも含めて提供する、あるいは逆に当社グループが地図のソ

フトウェア・サービスを含めて提供することで、新たな競合領域が拡大することも考えられます。 

それらの結果、当社グループの事業展開及び経営成績に影響を与える可能性があります。 
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② インターネット向けのコンテンツ提供 

モバイルやパソコン向けインターネットのコンテンツ提供については、大きな参入障壁がないこと

等により新規参入企業の増加や既存企業の事業拡大等が続いており、通信キャリアやポータルサイト

が主体となって提供するコンテンツも増加しております。加えて、スマートフォンの急速な普及やモ

バイル向けコンテンツの無料化の進行といった大きな環境の変化も起きております。従って、当社グ

ループがモバイル・パソコン向けインターネットの「乗換案内」サービスやその他のインターネット

コンテンツの事業を推進するに当たり、厳しい競争環境にさらされることとなり、当社グループの事

業展開及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

③ インターネットでの旅行販売 

インターネットでの旅行の販売については、市場が拡大しており、それに伴い、専業の宿泊予約サ

イトの他、ポータルサイト、通販サイト、旅行代理店、鉄道会社、航空会社等、異業種を含む多くの

企業が参入しております。当社グループとしては、モバイルやパソコン向けインターネットの「乗換

案内」サービスを基盤とし、それらとの連携により差別化を図りつつ旅行販売を展開していく方針で

すが、当社グループの事業展開に応じて競合領域が拡大することも予想され、その状況によっては、

当社グループの事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 業績の季節変動性について 

 「乗換案内」のパソコン向け及び法人向けの製品については、通常年に４回程度、バージョンアッ

プした製品を提供しており、それら製品の発売に伴い売上高が増加する傾向にあります。そのため、

四半期の財政状態及び経営成績の変動に影響を及ぼす可能性があります。なお、「乗換案内NEXT」を

始めとするモバイル向けの有料サービス等の売上高が増加するに伴い、業績の季節変動性は緩和され

る傾向にあります。 

  

(5) 特定の製品・サービスへの依存について 

「(1) セグメント別の状況について」にも記載のとおり、当社グループ全体の売上高及び営業利益

に占める乗換案内事業の割合は大きく、当社グループ全体の業績は「乗換案内」製品・サービスの動

向に大きく依存しております。 

 「乗換案内」のパソコン向け製品については、当社グループはパソコンメーカーに対してプレイン

ストール版の提供を行っており、それがバージョンアップした製品の販売につながる等、販売促進の

機能を担っております。そのため、プレインストール版の出荷本数の動向によっては、当社グループ

の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、モバイルやパソコン向けインターネットの「乗換案内」サービスについても、無料サービス

のアクセス数を基盤として、有料サービスへの誘導や付随サービスの提供、広告スペースの販売等を

行っており、今後もその延長線上に事業拡大を図る方針です。従って、モバイルやパソコン向けイン

ターネットの「乗換案内」サービスへの依存度も今後とも高水準で推移していくものと予想され、そ

のアクセス数や利用者数の動向によっては、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 
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(6) 特定の取引先への依存及び経営上の重要な契約について 

① 時刻表データ等の利用 

当社グループは乗換案内事業における時刻表データに関して、「５ 経営上の重要な契約等」に記

載のとおり、主に株式会社交通新聞社及び株式会社ＪＴＢパブリッシングの２社と時刻表データの利

用に関する契約を締結しており、それら契約に基づいて、当社は時刻表データをダイヤ改正前にデジ

タルデータで収受しております。同様に、当社グループは道路交通情報の提供に関して、財団法人日

本道路交通情報センターと法人契約を締結しており、契約に基づき道路交通情報を受信しておりま

す。そのため、当社は「乗換案内」や各種の道路情報提供サービスの提供を迅速に行う体制を整える

ことが可能となっております。従って、当該契約が何らかの理由により終了した場合又は契約内容の

変更があった場合、あるいは上記各社の方針変更等により時刻表データ等の状況に変更があった場合

には、「乗換案内」や各種の道路情報提供サービスの提供が遅れ、その価値が低下する、あるいは、

当社グループの費用負担が増加する可能性があります。その結果、当社グループの経営成績に影響を

与える可能性があります。 

② モバイル向けの情報提供 

当社グループは、モバイル向けの情報提供に関して、「５ 経営上の重要な契約等」に記載のとお

り株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、ＫＤＤＩ株式会社等、ソフトバンクモバイル株式会社及び株

式会社ウィルコム等とそれぞれ情報提供及び情報料の回収に関する契約を締結しており、それら契約

に基づいてモバイル向けに情報を提供しております。連結売上高に占めるモバイル向け情報提供に関

連する売上高の割合は高く、今後も高い水準で推移するものと見込んでおります。従って、当該契約

が何らかの理由により終了した場合又は契約内容の変更があった場合、あるいは上記各社の情報提供

や情報料の回収サービス等に関する方針やモバイル向け公式サイトの扱いの変更、業界動向等により

モバイル向けの情報提供の状況に変更があった場合には、当社グループの提供するモバイル向けサー

ビス・コンテンツのアクセス数や利用者数が減少、あるいは収益性が低下する可能性があります。そ

の結果、当社グループの経営戦略及び経営成績が影響を受ける可能性があります。 

③ 法人向けの製品・サービス提供 

当社グループは、法人向けの製品・サービス提供を行っており、その売上高は近年増加傾向にあり

ます。その中では、少数の情報システム開発会社経由の売上高や地方自治体向けの売上高の割合が大

きく、またそれ以外でも交通事業者やコンテンツ事業者等特定の企業グループに対する売上高の割合

が大きくなっております。従って、それらの法人における方針変更等何らかの理由によりそれらの売

上高が減少した場合、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 
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(7) 社内体制について 

① 内部組織 

当社グループは、平成23年９月30日現在、役員・従業員合わせて150名程度と小規模ながら、徐々

に規模を拡大しつつあります。内部組織についても、現状では現在の規模に応じた体制を整えており

ますが、規模の拡大に伴い組織体制の強化を図るべく、内部管理体制の充実等、各種の対策を講じる

ことにより、体制の強化・見直しを行っております。しかしながら、当社グループが適切かつ十分な

対応を行ったにもかかわらず、組織体制の強化が順調に進まない場合、組織的業務効率が低下する可

能性や、関係者のミスや不正行為等により問題が発生する可能性があります。それらの結果として、

当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

② 技術者への依存 

 当社グループは、少数精鋭で効率的な製品開発を実施しております。徐々に体制を強化し、複数の

メンバーで開発技術が共有できるよう試みておりますが、現段階ではまだ十分とは言えません。その

ため、主要な技術者の病気、死亡、退職等が、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があり

ます。 

また、当社グループは、新しい技術への対応が常に要求される事業を営んでおります。その中で、

競争力を確保するためには、優秀な技術者とそれによって構成された開発体制が必要であると認識し

ております。今後の当社グループの成長のため、現在当社グループに在籍している技術者と同等もし

くはそれ以上の人材の発掘及び育成が必要になります。的確な人材を適切な時期にかつ十分に確保で

きなかった場合、当社グループの将来における事業展開が制約を受ける可能性があります。 

③ 特定人物への依存及びその影響力 

当社の設立以来の代表取締役社長であり発行済株式総数の50.0％を所有（平成23年９月30日現在）

する佐藤俊和は、当社グループの経営方針や戦略の決定及び業務執行に加え、株主総会での承認を必

要とする各種事項を含む当社グループの最終決定に対し、多大な影響力を持っております。当社グル

ープは、今後、社内体制の整備によるコーポレート・ガバナンスの強化や各事業担当者への権限委譲

等を進めてまいりますが、現状では佐藤への依存度は大きく、何らかの理由で佐藤が職務を遂行でき

なくなった場合、当社グループの経営方針及び業績に影響を与える可能性があります。 

  

(8) システム障害について 

外部からの不正な手段による当社グループのシステム内への侵入等の犯罪や、役職員の過誤等によ

って、当社グループのシステム内の重要なデータが消去される、あるいは、外部に流出する恐れがあ

ります。また、アクセス増加等の一時的な過負荷、システムの欠陥、あるいはコンピュータウイルス

への感染等によって、当社グループのシステムに障害が発生し、サービスの停止等につながる可能性

があります。これらのリスクを低減するため、当社グループとしましては、ISMSの認証取得や、デー

タセンターの多重化を含めたサーバー等のネットワーク関連設備の増強等、各種の対策を進めており

ますが、万一そのような事態が発生した場合、直接的な損害が生じる他、当社グループのシステム自

体への信頼性の低下を招きかねず、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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(9) 製品・サービスの品質について 

① 誤作動・バグ（瑕疵） 

 当社グループが提供する製品・サービスに誤作動・バグ（瑕疵）等が生じた場合、損害賠償責任が

発生する可能性があり、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。さらに、そのよ

うな場合には、当社グループはユーザーからの信頼を喪失し、当社グループの事業展開及び経営成績

に影響を与える可能性があります。 

② 陳腐化 

ＩＴ業界は、技術革新、業界標準及び顧客ニーズの変化、新技術及び新サービスの登場等が激し

く、その中で事業を展開している当社グループにおいても、的確かつ効率的な研究開発を経常的に行

い、技術革新に対応するよう努めております。しかしながら、当社グループにおける技術革新への対

応等が順調に進まない場合、当社グループの提供する製品・サービスが陳腐化することで競争力が弱

体化し、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(10) 知的財産権について 

 当社グループは、現時点において第三者より知的財産権に関する侵害訴訟等を提起されることや、

そのような通知は受けておりません。また、他社の特許状況について情報収集に努め、必要に応じて

弁護士・弁理士に相談する体制を整えております。しかしながら、将来、当社グループの事業活動に

関連して第三者が知的財産権の侵害を主張する可能性があります。また、当社グループの属する市場

が大きくなり、事業活動が複雑・多様化するにつれ、知的財産権をめぐる紛争が発生する可能性は大

きくなるものと考えられます。それらの結果、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える

可能性があります。 

  

(11) 法的規制について 

現状において、当社グループの事業展開上の障害となるような法的規制はありませんが、当社グル

ープの事業を取り巻く規制の状況によっては事業活動の領域が狭まることが考えられます。特に、イ

ンターネットの利用等に関しては、現行法令の適用や新法令の制定、あるいは事業者間における自主

規制等が行われることも予想されます。中でもモバイルに関しては、フィルタリングの普及が進めら

れています。それらの影響により、当社グループの事業が制約される可能性があります。 

また、当社グループは旅行関連の事業を営んでおり、今後も旅行関連の事業拡大を図っていく方針

です。当該分野に関しては、当社は旅行業法に基づき第一種旅行業登録を行っております。今後、同

法及び関係法令の改定等によって、新たな規制が導入されて事業が制約される可能性、あるいは規制

が緩和されて競合が激化する可能性があります。 

それらの結果、当社グループの経営戦略や経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

(12) 個人情報の取扱について 

当社グループでは、「乗換案内」製品・サービスの顧客の登録情報や購入履歴、旅行事業の顧客情

報等の各種個人情報を保有しております。これらの個人情報については、外部からの不正アクセスに

対する技術的な対応、情報へのアクセス制限、個人情報取扱に関する社員教育等を進め、ISMSの認証

取得も行い、流出の防止に努めております。しかしながら、個人情報が万一流出した場合、損害賠償

請求や行政官庁等による制裁、刑事罰等を受ける、あるいは社会的信用を失う等の可能性があり、そ

の結果、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 
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(13) 大規模災害の発生について 

当社グループの設備については、大地震等の大規模災害が発生した場合、設備に被害を受け、直接

的な損害が生じる可能性があります。また、データセンターの多重化等による対策を行っております

が、コンピュータシステム等の設備が被害を受け、バージョンアップした製品や、モバイル・パソコ

ン向けインターネットのサービスが提供できない場合、機会損失が発生する、あるいは顧客離れを引

き起こす可能性があります。さらに、複数の鉄道路線等が長期間に渡って不通となった場合や、ダイ

ヤが変則的になりデータの事前入手が困難になるあるいは頻繁なデータの修正が必要になるといった

場合等においては、「乗換案内」の各種製品・サービスの必要性が低下する、実態との間に差が生じ

実質的に製品・サービスの質が低下する、あるいは対応のためにコストが発生する等が考えられま

す。それらの結果として、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

  

(14) 会計基準の変更について 

当社グループは、会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会

計基準機構への加入等も含め、各種会計基準の変更に対して適宜対応しております。しかしながら、

将来において会計基準の大きな変更があった場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響

を与える可能性があります。 

  

(15) 投融資について 

 当社グループは、平成23年９月30日現在、主に事業上の提携を目的として合計13社に投資を行って

おります。また、非連結子会社・持分法非適用の関連会社も計3社あり、それらの株式も保有してお

ります。当該保有投資有価証券・関係会社株式については、必要に応じて評価損を計上する等の措置

を採っておりますが、投資先の今後の業績によっては、当社グループの将来の財政状態及び経営成績

に影響を与える可能性があります。 

また、当社グループは今後も引き続き、事業展開のスピードアップや既存事業の強化・利用者数拡

大、収益源の多様化、新たな事業への展開等を目的として、第三者企業への資本参加、子会社設立、

合弁事業への参加、企業買収、設備投資等を含む各種の投融資を行っていく方針です。その際、投融

資先の状況及びそれに伴うリスク等を慎重に検討した上で投融資を実行していく方針ですが、これら

の投融資の結果を確実に予測することは困難であり、投融資に係るコストの回収が滞る等により、当

社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

(16) 訴訟について 

当社グループは現時点において、当社グループの事業に関連した訴訟を提起されることや、そのよ

うな通知は受けておりませんが、事業の性格上、あるいは今後の事業展開により、訴訟を受ける可能

性があります。特に、インターネットを通じた事業を行っているため、不特定多数のユーザー等から

訴訟を提起される可能性があります。訴訟の内容及び金額によっては、当社グループの財政状態及び

経営成績に影響を与える可能性があります。 
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(17) 海外事業について 

当社グループは、海外都市についての「乗換案内」サービスの提供や海外の関係会社の保有等、

徐々に海外事業を展開しつつあります。また、今後、サービスの提供や海外企業への出資等により海

外展開を更に進めていくことも考えられます。展開を行う国や地域において、政治・社会情勢の変化

や法令・規制等の制定・改正があった場合や、為替相場の大きな変動等があった場合には、当社グル

ープの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

(18) 今後の事業展開について 

当社グループは今後、「便利な道具の提供・普及」として時間短縮や効率化といった価値を提供し

ていくとともに、「思考・行動を拡大する素材の提供」として時間の質的向上をも提供する会社への

展開を図り、事業拡大を目指していく方針です。しかしながら、既に記載したとおり、競合状況の激

化やモバイル向けの情報提供に関する状況の変化、モバイル・パソコン向けインターネットの「乗換

案内」サービスの競争力低下、法的規制に伴う制約、個人情報流出等の事態により、当社グループの

目論見通りに推移するとは限りません。あるいは、当初は初期投資及び追加発生する費用が過大にな

ることも考えられます。また、「乗換案内」でサポートする公共交通機関の範囲を拡大していく場

合、この対応に多大なコスト負担が生じることも考えられます。その結果、当社グループの事業展開

や財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社グループにおいては、将来の成長のため、その他の新規事業についても立ち上げを目指

してまいります。その実行に当たっては、十分な検討を行う方針ですが、市場環境や顧客ニーズの変

化等不測の事態により当初計画を達成できず、投資及び費用負担に見合う収益が得られない可能性が

あります。また、計画通りに推移する場合でも、立ち上げ期においては投資及び費用負担が過大にな

ることも考えられます。それらの結果として、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。 
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(1) 時刻表データ、道路交通情報データに関する契約 

  

 
  

５ 【経営上の重要な契約等】

契約会社名 契約先名・契約名 契約内容 契約日 契約期間

ジョルダン株式会社 株式会社交通新聞社 

「時刻情報使用許諾契約」 

JR各社から提供を受

けた時刻表に関する

デジタル・データを

提供して、非独占的

な複製利用を許諾す

る契約。 

平成16年６月１日 平成16年６月１日か

ら平成17年５月31日

までの１年間。期間

満了の３箇月前まで

に、書面により更新

しない旨の申し出が

ないときは、次の１

年間自動的に更新

し、以降も同様。 

ジョルダン株式会社 株式会社ＪＴＢパブリッシ

ング 

「私鉄等時刻情報提供に関

する基本契約」 

私鉄等各社から提供

を受けた列車運行等

に関する情報を提供

して、非独占的な複

製利用を許諾する契

約。 

平成15年５月１日 平成15年５月１日か

ら平成16年４月30日

まで。期間満了の１

箇月前までに、双方

書面により更新しな

い旨合意したときを

除き、次の１年間自

動的に更新し、以後

も同様。 

株式会社エキスプレ

ス・コンテンツバン

ク 

財団法人日本道路交通情報

センター 

「道路交通情報提供に関す

る契約」 

オンラインで道路交

通情報の提供を受

け、エンドユーザー

や二次事業者に道路

交通情報を提供する

事業を行うことにつ

いて了解すべき事項

を定める契約。 

平成22年７月１日 平成22年７月１日か

ら平成23年３月31日

まで。いずれかが期

間満了日の１箇月前

までに契約の解除又

は契約内容の変更を

申し出なかった場合

には、さらに１年間

延長されるものと

し、以後も同様。 
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(2) モバイル向けの情報提供に関する契約 

  

 
  

契約会社名 契約先名・契約名 契約内容 契約日 契約期間

ジョルダン株式会社 株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・ドコモ 

「情報サービス提供契約」 

ｉモード及びspモー

ドを利用した情報の

提供に関する契約

（有料提供するコン

テンツの情報料をそ

のコンテンツの利用

者等に請求し、収納

を代行する契約を含

む）。 

平成23年９月28日 平成23年９月28日か

ら平成24年９月27日

まで。期間満了の１

ヶ月前までにいずれ

からも特段の申出が

ない限り、更に１年

間更新されるものと

し、以降も同様。 

ジョルダン株式会社 ＫＤＤＩ株式会社 

「ＥＺインターネット情報

提供契約」 

ＥＺインターネット

を利用した情報の提

供サービスに関する

契約。 

平成12年７月１日 平成12年７月１日か

ら平成13年６月30日

まで。期間満了の３

ヶ月前までに、いず

れからも書面による

何らの意思表示もな

いときは、１年間自

動的に延長、以後も

同様。 

ジョルダン株式会社 ＫＤＤＩ株式会社等 

「ＥＺｗｅｂ情報料回収代

行サービス利用規約」 

ＥＺｗｅｂを利用し

て提供される情報サ

ービスの情報料につ

いて、利用者からの

回収を代行して行う

契約。 

平成17年３月31日 平成17年４月１日か

ら（期限の定めな

し）。 

ジョルダン株式会社 ソフトバンクモバイル株式

会社 

「オフィシャルコンテンツ

提供規約」 

ソフトバンクモバイ

ル株式会社等の情報

提供サービスを通じ

た文字情報等の提供

に関する契約。 

平成18年１月10日 平成18年１月10日か

ら平成18年３月31日

まで。提供期間終了

の90日前までにいず

れからも申出がない

場合はなお半年間継

続し、以後も同様。 

ジョルダン株式会社 株式会社ウィルコム等 

「有料情報サービス等の提

供および情報料回収代行に

関する契約」 

ウィルコム通信サー

ビスを利用して行う

有料情報サービス等

の提供及びその利用

料金の回収代行に関

する契約。 

平成17年８月10日 平成17年８月10日か

ら平成18年２月９日

まで。期間満了日の

30日前までに何れか

らも契約終了の意思

表示がなかった場合

は、なお６ヶ月間同

一条件で継続し、以

降も同様。 
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当社グループは、技術革新、業界標準及び顧客ニーズの変化、新技術及び新サービスの登場等が激しい

ＩＴ業界において、主に事業を展開しております。その中で、新しい技術への対応を行い、競争力を確保

するため、的確かつ効率的な研究開発活動を経常的に行うよう努めております。 

当連結会計年度の研究開発活動は主に、技術部、開発部、営業技術部、メディア事業部及び連結子会社

である株式会社エキスプレス・コンテンツバンク並びに当社からの委託によりゼストプロ株式会社にて行

ってまいりました。さらに、シナジー効果の活用を図るため、必要に応じプロジェクトチームを編成し、

研究開発活動を行ってまいりました。その結果、一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総

額は、51,750千円となりました。 

  

セグメントごとの研究開発活動を示すと、次のとおりであります。 

  

乗換案内事業 

まず、「乗換案内」の各プラットフォーム向け製品・サービスについての研究開発を行ってまいりま

した。 

Android端末向けの「乗換案内」について研究開発を行い、有料版アプリケーション「乗換案内

Plus」として提供を開始いたしました。さらに、新たな機能追加に向けて研究開発を進めております。

また、パソコン向けサービス「乗換案内PREMIUM Light」についての研究開発を行い、提供を開始いた

しました。 

次に、当社からの委託によりゼストプロ株式会社にて、法人向け旅費精算システムについての研究開

発を行いました。 

その他、携帯電話向け路線バス検索サービス「バスゲート」の研究開発を行い、山口県版のサービス

提供を開始いたしました。 

上記の研究開発活動等の結果、乗換案内事業セグメントにおける研究開発費は18,530千円となりまし

た。 

  

マルチメディア事業 

主にモバイル向けコンテンツについて開発を行ってまいりました。 

 まず、NHN Japan株式会社との共同開発により、スマートフォン向けゲームアプリ「乗換戦記バトス

テZ」を開発し、提供を開始いたしました。 

 次に、携帯電話向けの学習コンテンツサービス「ジョルダンスクール」について研究開発を行いまし

た。その第１弾として株式会社ラティオインターナショナルとの共同開発により、グリー株式会社が運

営するソーシャル・ネットワーキング・サービス「GREE」において提供する『ケータイ塾！小学算数』

を開発し、提供を開始いたしました。また、第２弾としてAndroid端末向けアプリケーション『算数サ

プリ☆』シリーズの開発を当事業年度において完了し、提供を開始いたしております。 

また、連結子会社の株式会社エキスプレス・コンテンツバンクにおいて、携帯電話向けのゲームサイ

ト「ゲーム★スター」及び、絵文字サイト「デコモア」の研究開発を行い、提供を開始いたしておりま

す。 

上記の研究開発活動等の結果、マルチメディア事業セグメントにおける研究開発費は26,165千円とな

りました。 

  

６ 【研究開発活動】
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その他 

主にオンラインノートサービス「ジョルダンノート」を開発し、β版としてサービスを開始いたしま

した。また、パソコン・モバイル向けの新規サービスの研究を進めております。 

上記の研究開発活動等の結果、その他セグメントにおける研究開発費は7,054千円となりました。 
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本項に記載した内容には、将来の予測、見込、見通し、方針等に関する記述を含んでおり、それらは当

社グループが当連結会計年度末において判断したものであります。将来に関する事項には、リスク、不確

実性、仮定等が伴っており、実際の結果とは大幅に異なる可能性があります。なお、このような可能性の

要因として想定し得る主要なものについては「４ 事業等のリスク」に記載しておりますが、それらに限

定されるものではありません。 

当社グループの財政状態及び経営成績に関する以下の分析は、本書の他の箇所に記載された情報とあわ

せてお読みください。 

  

(1) 経営成績についての分析 

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しておりますが、前連結会計年度比につきましては、前連結会計年度と比較し

実質的にセグメント区分の変更がないため、前連結会計年度における事業の種類別セグメント情報との比

較数値を記載しております。 

  

① 概況 

当連結会計年度（平成22年10月１日～平成23年９月30日）におけるわが国経済は、平成23年３月11

日に発生した東日本大震災の影響もあり、雇用情勢は依然として厳しく企業収益の減少傾向が見られ

るなかで、一部に持ち直しの動きが見られたものの、海外の経済環境に留意する必要があり先行きは

不透明な状況となっております。 

情報通信業界におきましても、企業のソフトウェア投資は緩やかな減少から横ばいへと変化してお

りますが、情報サービス業の売上高は前連結会計年度（平成21年10月１日～平成22年９月30日）と比

べ減少傾向にあるなど、今後のソフトウェア・情報サービス需要についても、先行きに不透明感が残

る状況となっております。このような中、スマートフォンの急速な普及に加え、次世代ネットワーク

（ＮＧＮ）の拡大や次世代高速無線通信サービスの開始等、メディアの融合に向けた動きが加速して

まいりました。携帯電話・スマートフォンにつきましても、当連結会計年度末（平成23年９月末）に

はインターネット接続の契約数が１億件を超える等、インターネット端末として広く浸透しておりま

す。 

当社グループにおきましても、インターネットでの更なる事業展開の基盤を確立してまいりまし

た。モバイル向けに提供いたしております「乗換案内NEXT」及び無料版「乗換案内」並びにスマート

フォン向けアプリケーション「乗換案内Plus」、無料版「乗換案内」の検索回数は平成23年10月には

月間約１億5,000万回となっており、多くの方々に広くご利用いただいております。 

このような環境の中で、当連結会計年度における当社グループの売上高は4,738,866千円（前連結

会計年度比3.7％増）、営業利益は642,918千円（前連結会計年度比5.8％減）、経常利益は651,734千

円（前連結会計年度比4.6％減）、当期純利益は316,879千円（前連結会計年度比11.5％減）という経

営成績となりました。 

なお、従来、一部の連結子会社のサービスにおいて、顧客に付与したポイント使用に伴う負担につ

いてはポイント利用時に費用計上しておりましたが、システムの整備により計算に必要なデータが確

保でき、合理的に将来のポイント使用に伴う負担を算定できるようになったことに伴い、当連結会計

年度よりポイント引当金を計上しております。これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ25,480千円減少しております。 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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② 売上高 

売上高は4,738,866千円（前連結会計年度と比べ169,064千円、3.7％増）となりました。 

これは主に、セグメント別の売上高（セグメント間の内部売上高控除後）について、マルチメディ

ア事業が825,644千円（前連結会計年度と比べ309,069千円増）と増加した影響が、乗換案内事業が

3,804,351千円（前連結会計年度と比べ92,688千円減）と減少した影響を上回ったためであります。

マルチメディア事業における売上高増加の主要因は、モバイル向けサービス「アクセスBOOKS」、

「つかえるえもじ」の会員数増加等により売上が増加していることであります。乗換案内事業におい

ては、法人向け製品について、ASPサービスの「ジョルダンクラウド」の売上増加や、前連結会計年

度より保守契約に係る売上の計上方法について、提供期間にわたる履行に応じて収益計上を行ってい

ることの影響により売上高が増加しておりますが、それ以外の製品・サービスについては前連結会計

年度と比較して減少傾向であるため、全体としては微減となったものであります。 

③ 売上原価等 

売上原価等（返品調整引当金戻入額及び返品調整引当金繰入額の差引を含む。）は2,199,931千円

（前連結会計年度と比べ43,967千円、2.0％増）となりました。 

これは主に、株式会社エキスプレス・コンテンツバンクの売上高の増加傾向に伴う製造費用の増加

等により、金額が増加しております。この影響に加え、当社の当期総製造費用に含まれる外注費が

165,860千円（前連結会計年度と比べ72,777千円増）となったこと等が大きな影響を与えておりま

す。外注費が増加しているのは主に、将来の事業展開を見据えての先行開発等の増加によるものであ

ります。しかしながら、売上高に占める割合は46.4％となり、前連結会計年度と比べ0.8ポイント減

少しております。これは、売上高に占める売上原価の割合が高い旅行関連事業において、前連結会計

年度と比較して売上高が減少していることから、当社の当期商品仕入高が805,927千円（前連結会計

年度と比べ75,600千円減）となったこと等の結果、売上原価等の増加率が売上高の増加率を下回った

ことによるものであります。 

以上の結果、差引売上総利益は2,538,934千円（前連結会計年度と比べ125,096千円、5.2％増）と

なりました。 

④ 販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費は1,896,016千円（前連結会計年度と比べ164,849千円、9.5％増）となりま

した。 

前連結会計年度と比べた増加の主要因は、モバイル向けのサービスの広告宣伝を積極的に行ったこ

と等により、広告宣伝費が637,878千円（前連結会計年度と比べ106,074千円増）となったこと、モバ

イル向け有料サービスの売上高が増加したことによりその回収代行手数料が増加した影響等で、支払

手数料が293,064千円（前連結会計年度と比べ42,929千円増）となったことの影響が、のれん償却額

について、株式会社エキスプレス・コンテンツバンクにおいて計上していたのれんの償却が期中に完

了したこと等から、53,501千円（前連結会計年度と比べ23,371千円減）となったことの影響を上回っ

たことであります。また、売上高に占める割合も40.0％となり、前連結会計年度と比べ2.1ポイント

増加しております。 

以上の結果、営業利益は642,918千円（前連結会計年度と比べ39,753千円、5.8％減）となりまし

た。 

― 30 ―



  
⑤ 営業外損益 

営業外収益については、受取利息や雑収入等の計上により13,140千円（前連結会計年度と比べ

8,144千円増）となりました。前連結会計年度と比べた増加の要因は、雑収入が11,316千円（前連結

会計年度と比べ8,777千円増）となったことの影響が、受取利息が1,272千円（前連結会計年度と比べ

384千円減）となったこと等の影響を上回ったことであります。 

営業外費用については、支払利息や為替差損等の計上により4,324千円（前連結会計年度と比べ79

千円増）となりました。為替差損が1,624千円（前連結会計年度と比べ470千円増）となる等の一方、

前連結会計年度において計上していた消費税簡易課税差額損失がなくなる（前連結会計年度と比べ

385千円減）等により、前連結会計年度とほぼ同額となっております。 

以上の結果、経常利益は651,734千円（前連結会計年度と比べ31,688千円、4.6％減）となりまし

た。 

⑥ 特別損益 

特別利益については、前連結会計年度に引き続き計上すべきものがありませんでした。 

特別損失は49,913千円（前連結会計年度と比べ49,237千円増）となりました。前連結会計年度と比

べた増加の要因は、固定資産除却損が4,062千円（前連結会計年度と比べ3,386千円増）となったこと

に加え、前連結会計年度にはなかった科目として投資有価証券評価損27,113千円、子会社株式評価損

15,000千円等が新たに計上されたことであります。 

以上の結果、税金等調整前当期純利益は601,820千円（前連結会計年度と比べ80,924千円、11.9％

減）となりました。 

⑦ 法人税等合計 

法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を合わせた法人税等合計は270,483千円（前連結会計

年度と比べ44,071千円減）となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益の減少、及び法人税

等の負担率の減少によるものであります。税効果会計適用後の法人税等の負担率は44.94％となり、

前連結会計年度と比べ1.13ポイント減少しております。税負担率が減少した要因は主に、配当性向が

上昇した影響により同族会社の留保金額に係る法人税及び住民税額が減少したこと、及び前期におい

て当期純損失が発生していた子会社が当期純利益を計上したこと等により連結子会社の税効果未認識

額が減少したことであります。 

⑧ 少数株主損益 

少数株主損益については、少数株主利益が14,458千円（前連結会計年度と比べ4,124千円増）とな

りました。これは主に、株式会社エキスプレス・コンテンツバンクの株式の一部を同社の役員に譲渡

したことにより、同社の利益のうち少数株主に帰属する割合が増加したためのものであります。 

以上の結果、当期純利益は316,879千円（前連結会計年度と比べ40,977千円、11.5％減）となりま

した。 

  

― 31 ―



  
(2) 資産、負債及び純資産についての分析 

当連結会計年度末においては、資産は4,381,049千円（前連結会計年度末と比べ409,728千円増）、負

債は1,019,181千円（前連結会計年度末と比べ84,635千円増）、純資産は3,361,867千円（前連結会計年

度末と比べ325,093千円増）となりました。 

資産は、流動資産につきましては、3,102,863千円（前連結会計年度末と比べ72,599千円増）となり

ました。これは、現金及び預金が1,989,624千円（前連結会計年度末と比べ41,093千円増）、仕掛品が

28,996千円（前連結会計年度末と比べ14,851千円増）、繰延税金資産が80,965千円（前連結会計年度末

と比べ8,192千円増）となったこと等の影響によるものであります。仕掛品が増加しているのは、主に

開発途中の受託案件に関してソフトウェア開発が進行していることによるものであります。 

固定資産につきましては、1,278,186千円（前連結会計年度末と比べ337,129千円増）となりました。

これは、有形固定資産が223,701千円（前連結会計年度末と比べ19,953千円減）、無形固定資産が

279,801千円（前連結会計年度末と比べ64,646千円減）、投資その他の資産が774,682千円（前連結会計

年度末と比べ421,728千円増）となったことによるものであります。有形固定資産が減少しているの

は、主に減価償却による減少の影響が、データセンターの設備更新のためのサーバー等の工具、器具及

び備品の購入による増加の影響を上回ったことによるものであります。無形固定資産が減少しているの

は、のれんが89,344千円（前連結会計年度末と比べ89,424千円減）となったことの影響が、ソフトウェ

アが188,948千円（前連結会計年度末と比べ24,778千円増）となったことの影響を上回ったことによる

ものであります。のれんが減少しているのは、主にのれんの償却及び連結子会社株式の一部売却による

ものであります。投資その他の資産が増加しているのは、主に前連結会計年度にはなかった長期預金が

300,192千円、投資有価証券が220,875千円（前連結会計年度末と比べ101,934千円増）、繰延税金資産

が38,897千円（前連結会計年度末と比べ10,635千円増）となったことによるものであります。長期預金

は従来、現金及び預金に含まれていた定期預金の一部が満期となり再預入した際の次の満期日が期末時

点において一年以上先となったことにより発生しているものであります。投資有価証券が増加している

のは、主に平成23年８月に東京メトロポリタンテレビジョン株式会社の第三者割当増資の引受を行った

ことによるものであります。 

負債は、流動負債につきましては、925,601千円（前連結会計年度末と比べ100,365千円増）となりま

した。これは主に、その他に含まれる未払金が51,427千円（前連結会計年度末と比べ51,417千円増）、

支払手形及び買掛金が302,945千円（前連結会計年度末と比べ47,080千円増）、前連結会計年度にはな

かったポイント引当金が25,480千円、１年内返済予定の長期借入金が45,865千円（前連結会計年度末と

比べ12,994千円増）となったこと等の影響が、未払法人税等が146,259千円（前連結会計年度末と比べ

25,993千円減）、賞与引当金が52,570千円（前連結会計年度末と比べ15,130千円減）となったこと等の

影響を上回ったことによるものであります。その他に含まれる未払金が増加しているのは、主にサーバ

ー等の工具、器具及び備品の購入によるものであります。支払手形及び買掛金が増加しているのは、主

に営業費用が全体として増加傾向であることによるものであります。ポイント引当金が新たに発生して

いるのは、連結子会社の一部サービスにおいて合理的に将来のポイント使用に伴う負担を算定できるよ

うになったことに伴い、当連結会計年度よりポイント引当金の計上を行っているためであります。 

固定負債につきましては、93,580千円（前連結会計年度末と比べ15,730千円減）となりました。これ

は、主に、長期借入金が83,180千円（前連結会計年度末と比べ23,130千円減）となったことによるもの

であります。長期借入金が減少しているのは、長期借入金の返済の影響が、新たに資金を借り入れたこ

との影響を上回ったことによるものであります。 
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純資産は、株主資本につきましては、3,250,072千円（前連結会計年度末と比べ275,175千円増）とな

りました。これは、当期純利益316,879千円が、剰余金の配当41,651千円を上回った影響で、利益剰余

金が2,712,401千円（前連結会計年度末と比べ275,228千円増）となったこと等によるものであります。

少数株主持分につきましては、111,795千円（前連結会計年度末と比べ49,918千円増）となりまし

た。これは主に、連結子会社である株式会社エキスプレス・コンテンツバンクの株式の一部を同社の役

員に譲渡したこと及び少数株主利益の発生によるものであります。 

  

(3) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報 

① キャッシュ・フローに係る分析 

当連結会計年度末における連結ベースの現金および現金同等物は、1,074,022千円（前連結会計年

度末と比べ347,019千円増）となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは589,493千円の収入（前連結会計年度比17.5％増）となりま

した。前連結会計年度と比べての変動の要因は、売上債権の増加額が122,729千円減の2,041千円、仕

入債務の増加額が47,190千円（前連結会計年度は減少額が8,507千円でその差55,697千円）となった

影響が、税金等調整前当期純利益が80,294千円減の601,820千円となった影響を上回ったこと等であ

ります。売上債権の増加額が減った主要因は、前年同期と比較した8,9月の売上高が、前連結会計年

度においては増加しておりましたが、当連結会計年度においてはほぼ同程度であったことでありま

す。 

投資活動によるキャッシュ・フローは190,459千円の支出（前連結会計年度比81.7％減）となりま

した。前連結会計年度と比べての変動の要因は、定期預金の払戻による収入が793,860千円増の

1,232,181千円、有形固定資産の取得による支出が108,150千円減の1,862千円、前連結会計年度には

なかった子会社株式の売却による収入が70,840千円となった影響が、投資有価証券の取得による支出

が72,500千円増の115,000千円、子会社株式の取得による支出が28,900千円増の30,000千円となった

影響を上回ったこと等であります。定期預金の払戻による収入が増えた主要因は、前連結会計年度に

おいて新たに預入していた定期預金の満期による払戻によるものであります。有形固定資産の取得に

よる支出が減った主要因は、前連結会計年度においてはサーバー等の工具、器具及び備品の購入等の

支払いが多く発生しておりましたが、当連結会計年度においては期中の支払いがほとんど発生しなか

ったことであります。子会社株式の売却による収入は、連結子会社であるエキスプレス・コンテンツ

バンクの株式の一部を同社の役員に譲渡したことによるものであります。投資有価証券の取得による

支出が増えた主要因は、当連結会計年度において東京メトロポリタンテレビジョン株式会社の第三者

割当増資の引受を行ったことによるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは50,829千円の支出（前連結会計年度は16,782千円の収入）と

なりました。前連結会計年度と比べての変動の要因は、長期借入れによる収入が30,000千円減の

50,000千円、長期借入金の返済による支出が45,140千円増の60,136千円となったこと等の影響による

ものであります。長期借入金の返済による支出が増えた主要因は、主に長期借入金の一部を繰上返済

したことによるものであります。 
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② 資金需要の内容及び資金調達の方針 

現状における当社グループの資金需要の主なものは、運転資金、納税資金、固定資産への投資資金

及びＭ＆Ａを含む投融資資金であります。運転資金の主な内容は、製造費、商品仕入、販売費及び一

般管理費等の営業費用であります。製造費の内訳は、人件費、時刻表データ等の情報使用料、外注

費、材料費、備品消耗品費等であります。商品仕入については、主に旅行商品の仕入であります。販

売費及び一般管理費の内訳は、人件費、広告宣伝費、支払手数料等であります。固定資産への投資資

金の主な内容は、サーバー等ネットワーク関連設備等の有形固定資産、ソフトウェア等の無形固定資

産、及び敷金保証金等の投資その他の資産への投資資金であります。投融資資金の主な内容は、主に

事業上の提携を目的とした投資有価証券または関係会社株式の取得のための資金であります。 

資金調達については、主に内部留保資金により調達しております。一部は借入による資金調達を行

っており、また今後、大きな資金需要が発生した場合には、増資等による資金調達の可能性もありま

すが、当面必要な運転資金及び固定資産への投資資金については、内部留保資金及び営業活動による

キャッシュ・フローにより十分調達可能であると考えております。 
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